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ン ・ジ ャヴ ァ環礁
1.調 査
対 象
ソ ロ モ ン 諸 島 国 、 オ ン トン ・ジ ャ ヴ ァ環 礁(1972年居 住 人 口926人、1986年
1,408人)
調 査 者
T. P. Bayliss-Smith
調 査 期 間
第1期 は1970-71年お よび1972年で、 現 地 滞在 期 間合 計14ヶ,月、第2期 は1986
年 で 、滞 在 期 間 は1ヶ 月 強 。
報 告
第1期 に関 しては、Cambridge. 大学Ph.　D.学位 請 求論 文 にま とめ られ て い る が 、
日本では入手困難である。しかし、その主内容は成書の論文集および学術雑誌
に発表した数篇の論文によりうかがい知ることができる。以下に本重点領域研
究班に直接関係の深い論文のみを示す。
Bayliss-Smith, T. P. 1974. Constraints on population growth: the case of the Polynesian outlier 
       atolls in the pre-contact period. Human Ecology, 2: 259-296.
- 1974. Ecosystem and economic system of Ontong Java atoll, Solomon Islands. Ph. D. 
Dissertation, Cambridge University. 
- 1975. The central Polynesian outlier populations since European contact. In: Pacific 
Atoll Populations (Caroll, V. ed.), pp. 286-343. University of Hawaii Press, Honolulu, 
Hawaii.
- 1975. Ontong Java: depopulation and repopulation. 同上書,pp. 419-484.
第2期 調査 に関 しては次の報告書がある:
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Bayliss-Smith, T. 1986. Ontong Java atoll: population, economy and society, 1970-1986. 
      Occasional Paper No. 9, South Pacific Smallholder P oject, University of New England, 
      Armidale, Australia.
2.対 象 の 概 要
地域 の概況
オ ン トン ・ジ ャヴァ環礁 は ソロモ ン諸島国内にはあるものの、地理学的な ソ ロ
モ ン諸島列外 にあ る。す なわち、 ソロモ ン諸島列 のひ とつの島サ ンタ ・イザベ
ル島 の北方240㌔㍍ に位置す る。大小約120の島 じまか らな るとはい え、その陸
地面積 の合 計 は7.8平方 ㌔㍍にす ぎない。 しか しそれで も、 ソロモ ン諸 島列 の
外側(オース トラ リア大陸を中心 と考 えて)に鎖状に連 なる7つ の環礁 の中では
規模 が最 も大 きい。　 島内の主要農産物はの質05ρθ㎜ヨ,6bloo8訂∂の両 タ ロと
ココナ ッツで あ り、海産物の中では魚類の利用 が 自家消費食料 としては圧倒 的
に多 い。
　 1970年代 なかばまでのほ とん ど唯一の現金収入源は コブ ラで あつた。1960-
67年の年平均 生産量 は463㌧で あつたが 、そ の後サイ ク ロンによる被 害 もあつ
て1977年には120㌧にまで減少 した。 しか し、これ を底 と して1980年代前 半 は
国際価 格 の上昇 に応 じ、700㌧(1985年)にまで回復 した。 ところが1978年よ り
ナマ コの採取 が暦年 の偶数年 に限 り無制限 とい うことにな り、乾燥 ナマ コの生
産が軌道 に乗 る と、それ による現金収入がはるか にコブ ラを凌 駕す るよ うにな
り、そ の現金収入 を基盤 として購入す る輸入食料品の消費量が飛躍 的に増加 し
た。
対象集 団の概 要
オ ン トン ・ジャ ヴァはメラネシア人の圧倒的 に多い ソロモ ン諸 島国の中では例
外 的 にその住民が ポ リネ シア人か らな る環礁であ る。 なお先述 の鎖状 に連 な る
7つの環礁 の うち有人の島では住民全部がポ リネシア人であ る。
　公 式人 口統計 は1920年代初期 よ り得 られ るが、それ以前 の信頼度 が低 い散発
的な情報 も合わせて考 える と、19世紀以来1940年前後 まで人 口は一貫 して減少
していた らしい。19世紀以降島外移住者数が人 口の増減 に大 き く影響 を与 え始
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めたの は1960年代 になつてか らであるか ら、19世紀以来の人 口減 は主 に新 来の
感染症 の流行 のせ いで あつた と考 え られ る。1939年の総人 口は588人で あつた。
第二次世界大戦後人 口は徐徐に回復 し始 め、 とくに1970年代前半の年平均増加
率は3.8%に達 し、1986年の全人 口は1,408人を数 えた。 近年の島外移 住 は顕著
で1972年に居住 してい た人 口の24%は、1986年までに離 島を経 験 してい る(離
島 した き りの人び とも含 む)。他方その間の来島者(帰島者 も含む)数は離島者
数 の58%にす ぎなか つた。 このよ うな事情 もあつて、1976年か ら1986年まで の
居住人 口年 平均増加 率は2.67%へと減少 した。 なお ソロモン諸 島国全 体の 同様
な数値 は3.5%である(著者の論文 中にはない数字)。移住先 の大 部分 は ソロモ
ン諸島列 にある都市 な どであるが、パ プア ・ニ ューギニア領や付近 にあ る他 の
環礁 への移住 も無視 できない。
オ ン トン ・ジャヴァは大 きくふたつの コ ミュニティに分かれ てお り、環礁 の
西か ら南東へ至 る大 きな方 をル ア ンギ ゥア といい、住民 は33の島 に分 かれ て住
み、オ ン トン ・ジャヴァ全体の72%の人 口が これに属す る。北東部の小 さな方
はペ ラウ といい、6つ の島に分かれ て住んでい る、ただ し、上記の33と6つの
島全 体 に常時住んでい るのではな く、い くつかは廃屋 のみが1986年の調査時 に
残 つていただ けで あつた。
3.調 査 項 目 と 方 法
人 ロ
居住 人 口:1972年調査 時悉皆調査。1986年の調査 については言及 がない けれ ど
も、多分悉皆調査(同年 の公 式セ ンサスは調査報告書 出版後 に実施 され た)。過
去の人 口は、公 式セ ンサス報告書 を含 む文献 と著者の理論値。
出生 、死亡率:30歳以 上の105人の女 と、調 査時の近年 に妻が死 んだ男5人 よ
り死 んだ妻 につ いての情報 を得 た。つ ま り計110人の女 に関す るサ ンプル調 査
で あるが、当該 カテ ゴ リーの女 の95%から得た情報であ る。調査項 目は、生年、
結婚年 、夫 との死別年 、離婚年 、再婚年 、閉経年、子供 を生ん でい る年齢 の間
にあつた夫 との1年 以 上の別居状態(それがなかつた事例 も含 む)、妊娠経歴 と
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その結果 、つま り、流産 、死産 、出産。 また、出産後のそれ ぞれ の子供の成 長
とそ の子孫 の人 口学的情報 な ど。 この よ うな聞 き取 りを中心 と した調査を も と
に、1920年代 か ら1960年代までの調査対象者10年ごとのコホール トの妊娠 時を
100とした次世代人 の30歳までの生命表 を作成 した。 また、1972年と1986年の
調査か ら、その間の出生率 と死亡率の推定 もしている。
移動:1972年と1986年の間の移動は個人別 の聞 き取 りによる追跡調査。1972年
の調査時には、一時離島者数の調査により帰属人口数を性別並びに幼児と老人
を除いては5歳単位でまとめた全年齢階級別に推定している。また、センサス
の公式報告書をもとにした離島人口もそれぞれのセンサス時に関してまとめて
いる。
食料生産と消費
自給 農 産 物 の生 産 と消 費:1970年代 は じめ と1986年の Cyrtosperma, Colocasia
の両タ ロの生産 量 と消費量を実地調査に よ り推定 してい る。 ココナ ッツの 自家
消費 量の推定 も1970年代 は じめについては している。
自給海産 物 の生産 と消費:自 給海 産物 の生産量は消費量 とほぼ一致す るか ら、
消費量 のみ調査 している。
労働能率:労 働 能率お よび労働生産性 については、主な 自給生産物 に対 して も、
商品生産物 に対 して も実地調査 し、推 定 してい る。 ただ し、推 定方 法につ いて
の詳 しい記述は、公刊 されている報告にはない。
島の経済構 造
1970年代前半 までは、 コブ ラ以外 に商品生産物はほ とん どな く、 自給生産 とコ
ブ ラについてのみ調査すれば よかったが、乾燥 ナマ コの販売が始 まつてか らは
村全体の経済構造 は大 きな変貌 をとげた。島内の生産物お よび現金収入の分配
については 、ふ たつ のコ ミュニティー にまでは分 けて定量的 に調査 してい るが 、
それ以上の レベル の分析は取 り扱 かつていない。
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5.主 た る 結 論
外界 とほ とん ど接触 のない時代(つま り閉鎖 系が考 え られ る)、オ ン トン ・ジ ャ
ヴァのような環礁の最大収容人口(Carrying capacity)は次の数式モデルで表
現で きる。す なわち、
最大収容人口=[(As, •Ys, +As2 •Ys2)/(Cs, +Cs2)]/R(原典の数式は表現がま違つ
ているので、 これは修 正 してある)、
た だ し、 S1は第1位 主食 作物(すなわ ち、 ここでは
主食作物(ここでは Cyrtosperma
Colocasia タ ロ)、 は第2位
タロ)、Aは それぞれ の作物 の最 大可能 生産 面
積(ha)、Yは面積 あた りの ヒ トが 口にできる物質の生産 量(kcal/ha/year)、C
はそれ ぞれ の主食 作物 のエネル ギー換算で全体 に しめる消費比率の可能最低値、
Rは1人 の1年 あだ りのエネル ギー摂取必要量をそれぞれ表 わす。 この数式 に
現実の推定値をあてはめた最大収容人口の理論値は、 (Cs1+Cs2)を25%に した 時 、
オン トン ・ジャ ヴァお よびそ の周辺のポ リネシア人の住む環礁 では、信頼 で き
る推 定居 住 人 口の過 去 にお け る最 大値(文 献 に基 づ く)を越 え てい る ものの、
50%とした時 はそれ 以下 の こ ともあつた。1970年代 は じめ のオ ン トン ・ジ ャ
ヴァの実際の (Csl+Cs2)は29%であるか ら、上記25%とい う仮定値は 当時の現実
の様態 に近い。それ ではなぜ理論的な最大収容人 口にまで至 ったこ とがないか
とい う問題 について考 えるとオ ン トン ・ジャ ヴァ以外 のケー スでは、人 口推 定
値 が外 界 との接 触が始 まつてか らしか得 られていない とい う理 由が考 え られ る。
しか しそれ らの島 じまでは、理論値の70-80%の人 口に達 した時 に人 口過剰感
がただ よつていた。オ ン トン ・ジャヴァの事例 では、接触前の人 口が さま ざま
に取 りざた され てい るけれ ども、理論値 か ら考 えて大 きすぎ るものが多 く、実
際は2,000人以 下 とい うのが妥当な線 であろ う。また、オ ン トン ・ジャ ヴァの
ようなタ ロが主食 の環礁では、 Colocasia とCyrtosperma 両タロそれぞれの生産
面積 あた りの人 口密度 の方が、全島の平均密度 よ り敏感 な尺度 である。
1978年以降の乾燥ナマ コ生産の飛躍的増大は、経済状況 をそれ以前 の ものか
ら一変 させた。 コブラ生産 に比べて労働生産性(貨幣換算)は3倍 近 くで、ナマ
コ採取が許 され た年 にあた る1986年のデー タでは、1戸 あた りの全現金収入 の
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平均 の80%をそれ か ら得 る よ うにな つた、 自給生産を考えに入れた純所得 で も、
ナマ コによる収入 が70%をしめてい る、 このよ うな変化 に応 じ、全摂 取エ ネル
ギー の51%までが輸入食料品か ら由来す るまで になつた、 しか し、 コブ ラの価
格上昇がない限 り、10年以内 に(1986年調査時 よ り)海産物 の(主にナマ コ)の枯
渇に よ り、人 口は理論的 あるいは過 去の最大居住 人 口か ら計算 され る最大収容
人 口に近 づ き、 きび しい状況にみ まわれ るであろ う。それ故 に人 口抑制 に意 を
尽 くす のが望ま しい。 全国民的観点 か ら言 えば、人 口抑制は移住 によるもので
はな く、家族計画 による方が望ま しい。
5.コ メ ン ト
現地調査 で得 られたデ ー タの大半は信頼性 が高 く、調査者 の フィール ド ・ワー
カー としての能力 は大 いに評価で きる。 また、著者 は才気換発 の人であ り、理
論的分析 につい て も一応説得力はあ る。 けれ ども、著者 の提示 した最大 人 口収
容力の数学モデル が どの程度本質をついてい るか とい う点 では、全幅 の信頼 が
置け る程で はない と感 じられ る。 それ がい くつかのアプ ロー チのひ とつ であ る
ことは確か に認 め られ て も、 ほかのアプローチ もあ り得 るのではないか とい う
感 はぬ ぐい きれ ない。 た とえば、他 の例 にあるよ うに、 自給的 な漁業 に全 面的
に依存 す るよ うになつた島では、必ず しもタロな どの農 作物 の生産量が最大収
容人 口を規制す る主要要因 とはなつてお らず、食習慣 は存外可変性 のある もの
であ り、状況の変化に よつては農作物への依存率を固定的 に考 える理 由は少 し
もない とい うよ うな事情 を考 えに入れれば、上記 の指摘 は理解 できるであろ う。
　ナマ コ資源 の枯渇 については、著者 と同意見である。1980年代 のナマ コブー
ムが比較的短い期間で終焉す るであろ うとい う予測 は至極 もつ ともである。陸
上の狩猟や農業で も同様 であるが、商品化 が急速 に伸展 したた めに資源 が枯渇
す る とい う現象は、その場所の居住人 口とは関係 な く起 こるこ とが ままあ る。
それ は実需要量が急激 に増大す るか らであ り、 目に見えない人 口増 とも言 い得
る。
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (中野和敬 記)
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